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居宅介護支援 重要事項説明書 兼 契約書別紙 

（令和  ８  年  ６  月  1  日現在） 

 
この「居宅介護支援重要事項説明書兼契約書別紙」は、当事業所がお客様に対して行う指定

居宅介護支援について、当事業者の事業運営規程の概要やスタッフなどの勤務体制等、お客様の

サービスの選択に資すると認められる重要事項を記したものです。 

 

1. 運営の方針 

① 要介護状態などにあるお客様が、可能な限りその居宅において、その有する能力に応じて自

立した日常生活を営むことができるよう支援いたします。 

② お客様の心身の状況、また、置かれている環境に応じて、お客様の選択に基づいた適切な

福祉サービスおよび保健医療サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供され

るよう支援いたします。 

③ 指定居宅介護支援の提供にあたっては、お客様の意思および人格を尊重するとともに、お客

様に提供される指定居宅サービスなどが、特定の種類、または特定のサービス事業者に偏る

ことのないように公正中立に事業を実施いたします。 

④ 市区町村、地域包括支援センター、ほかの居宅介護支援業者、介護保険施設などとの綿

密な連携及び連絡調整を行い、サービス担当者会議棟の開催を通じて実施状況の把握に

努めます。 

⑤ 当事業所のスタッフの教育研修を実施し、提供するサービスの質の向上に努めます。 

 
2. 当事業所の概要 

① 会社概要 

 

法 人 名 NPO法人 にじのわ 

本社所在地 熊本県熊本市北区下硯川町1881番地6 

代 表 者 名 理事長 川添 好史 

設 立 令和3年5月1日 

事 業 所 数 1ヶ所 
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② サービスを提供する事業所の概要 

事 業 所 名 
NPO法人 にじのわ  

居宅介護支援事業所 なないろ 

所 在 地 熊本県熊本市北区下硯川町1881番地6 

電 話 番 号 ０９６－２４５－７７６４ 

介護保険指定番号 ４３７０１１４９３８ 

管 理 者 汐田 美幸 

サービス提供地域 熊本市全域（中央区・東区・西区・南区・北区） 

③ 営業日および営業時間 

営業日 
月曜日～金曜日 

(祝祭日含む、年末年始12/29～1/3は除く） 

営業時間 ９：００～１８：００ 

緊急連絡先 ０９６－２４５－７７６４ 

④ 当事業所のスタッフ 

職種 資 格 常勤 非常勤 計 

管理者（兼務） 
主任介護支援専門員 

介護支援専門員 
1人以上   0 人 1人以上 

介護支援専門員 介護支援専門員 ２人以上   0 人 ２人以上 

 

⑤ スタッフの業務内容 

1) 管理者 

介護支援専門員などのスタッフの管理、また、居宅介護支援のご利用申し込みに係る

調整、業務の実施状況の把握、その他の管理を一元的に行います。当事業所のスタッ

フに、法令で定められた指定居宅介護支援の人員基準および運営に関する基準を遵

守させるために、必要な指揮命令を行います。 

2) 介護支援専門員 

要介護状態などにあるお客様およびそのご家族のご相談を受け、お客様がその心身の

状況などに応じて適切な居宅サービスの提供を確保できるよう、また、必要に応じて施

設サービスをご利用できるよう、居宅サービス計画を作成するとともに、市区町村、居宅

サービス事業者、介護保険施設、指定特定相談支援事業者などとの調整を行いま

す。 

 

3. サービス内容 
① サービス内容 
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(1) 要介護状態などにあるお客様が指定居宅サービス等の適切な利用等をすることができる

よう、居宅サービス計画を作成するとともに、その居宅サービス計画に基づく居宅サービス等

の提供が確保されるよう、居宅サービス事業所その他の者との連絡調整を行います。 

(2) お客様が介護保険施設への入所を要する場合などは、介護保険施設への紹介その他の

連絡調整を行います。 

② 居宅介護支援実施概要 

居宅サ―ビス計画の作

成方法 

（質の高いケアマネジメン

トの推進） 

・身体機能面だけでなく、精神心理面、社会環境面を加えた3つの側

面から、要介護状態などにあるお客様の状況を総合的にとらえ、お客

様のご相談内容に対応できる「熊本市居宅支援事業者協議会ケアプ

ラン部会版」を採用し、当方式を基礎に居宅サービス計画を作成いた

します。 

・必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援サービス（インフォ

ーマルサービスを含む）が包括的に提供されるような居宅サービス計画

作成いたします。 

・当事業所が前6ヵ月間に作成したケアプランに位置付けられた訪問介

護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与ごとの回数の

うち、同一の事業者によって提供されたものが占める割合（上位3位ま

で）について文書を交付して説明いたします。(別紙２に記載) 

相談受付場所 

お客様のご自宅、またはお客様（ご家族）が指定される場所 

当事業所内の相談室または会議室など 

研修の参加 現任研修等、資質向上のために必要な研修に計画的に参加します。 

各種会議等 

お客さまにサービスを提供する指定居宅サービス事業所の担当者との

会議を開催し、常に提供するサービスの質の向上に努めます。 

 

状況に応じて、お客様の同意が得られた場合はテレビ電話装置を活

用することがございます。（個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライ

ン」等を遵守します。） 

 

③ サービス利用のために 

事 項 有無 備 考 

介護支援専門員の変更 有 
変更を希望される方はご相談下さい。変更は可能で

す。 

利用料の変更 有 
変更の場合は書面にてご案内します。 

 

居宅サービス計画作成途中で

解約の場合の解約料 
無 

 

解約料はかかりません。 

 

④ お客様自身によるサービスの選択と同意 

利用者自身がサービスを選択することを基本に支援し、サービスの内容、利用料等の情報を 
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適正にお客様またはご家族に対して提供するものとします。 

 ・指定居宅介護支援の提供の開始に際し、予めお客様は、複数の指定居宅サービス事業者等を

紹介するように求める事が出来ます。また、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス

事業所等の選定理由の説明を求めることができます。 

 ・特定の事業者に不当に偏した情報を提供するようなことや、お客様の選択を求めることなく同一の

事業主体のみによる居宅サービス計画原案を提示することはいたしません。 

 ・居宅サービス計画等の原案に位置付けた指定居宅サービス等について、指定居宅サービス等の

担当者からなる、サービス担当者会議の招集や、やむをえない場合には照会等により、当該居

宅サービス計画等の原案の内容について、専門的な見地からの意見を求め、利用者及び当該

サービス担当者との合意を図ります。 

 ・末期のがんと診断された場合であって、日常生活上の障害が１ヶ月以内に出現すると主治の医

師等が判断した場合、利用者又はその家族の同意を得た上で、主治の医師等の助言を得な

がら、通常よりも頻回に居宅訪問（モニタリング）をさせていただき、お客様の状態やサービス変更

の必要性等の把握、お客様への支援を実施します。その際に把握したお客様の心身の状態を

記録し、主治の医師やケアプランに位置付けた居宅サービス事業者へ提供することで、その

時々の状態に即したサービス内容の調整等を行います。 

 

   ⑤ 主治の医師および医療機関との連絡 

当事業所は、お客様の主治の医師および医療機関との間において、お客様の疾患に関する

情報について必要に応じ連絡を取らせていただきます。そのことで、お客様の疾患に対する対

応を円滑に行うことを目的とします。この目的を果たすために、以下の対応をお願いいたしま

す。 

・お客様の不測の入院時に備え、担当の居宅介護支援事業者が医療機関に伝わるよう、入院

時に持参する医療保険証または、お薬手帳に、当事業所名および担当の介護支援専門員が

わかるよう、名刺を張り付ける等の対応をお願いいたします。 

・また、入院時には、ご本人またはご家族から、当事業所名および担当の介護支援専門員の 

名称を伝えていただきますようお願いいたします。 

 
4. 利用料金 

① 要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額保険給付され、自己負担はありま

せん。（別紙1に内容を記載） 
※介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に支払われない、「償還払い」となる場合があ

ります。その場合はお客様に基本料金をお支払い頂き、サービス提供証明書を発行します。後日、当該市区町村窓口に提出

し、払戻しを受けてください。 
 

② 交通費 

当事業所の営業地域以外のお客様は、介護支援専門員が訪問するための交通費をご負

担いただきます。 

･ 交通機関を利用の場合、サービス提供地域以外の区間の運賃 

･ 自動車を使用の場合、当事業所のサービス提供地域を超えた地点から、 

（往復の距離）１０円／Km 

 

5. サービスの終了 

① お客様からの契約の終了 
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(1) サービスの解約を希望するお客様は、２４時間前までに文書でお申し出ください。お客様

の病変、急な入院などやむを得ない理由がある場合は、２４時間以内のお申し出でも

解約できます。 

(2) 当事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、お客

様やご家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、または当事業所が破

産した場合、お客様は即座にサービスを終了することができます。 

 

② 当事業所からの契約の終了 

(1) 人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がござ

います。その場合は、終了１ヶ月前までに文書で通知いたします。 

(2) 当事業所は、お客様やそのご家族などが当事業所や当事業所の介護支援専門員に

対して本契約を継続し難いほどの不信行為を行った場合は、文書で通知することによ

り、即座にサービスを終了させていただく場合がございます。 

(3) 地震、噴火等の天災、その他事業者の責に帰すべからず事由によりサービスの実施が

できなくなった場合には、当事業所はお客様に対してサービスを終了させていただく場合

がございます。 

 

③ 自動終了 

  以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

(1) お客様が介護保険施設に入所された場合 

(2) お客様が認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特

定施設入居者生活介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅

介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の利用を開始された場合 

(3) お客様について要介護認定区分が自立（非該当）または要支援と認定された場合 

(4) お客様がお亡くなりになった場合、または介護保険の被保険者の資格を喪失された場

合 

 

6. 守秘義務 

当事業所のスタッフが業務上知り得たお客様やご家族の個人情報は、正当な理由無く第三者

に漏らすことはありません。また、個人情報の使用や提供は、サービス担当者会議、医師などの連

絡協議等必要最小限とします。 

なお、この守秘義務は、当事業所のスタッフが退職後やお客様との契約終了後も同様です。 

 

7. 虐待の防止のための措置に関する事項 

当事業所は、お客様等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を

講じます。 

① 虐待の防止に関する責任者を選定しています。 

虐待の防止に関する責任者 汐田 美幸 

② 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用等も含む）を定期

的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

③ 虐待の防止のための指針を整備します。 

④ 従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を定期的に実施します。 

⑤ 成年後見制度の利用を支援します。 

8. 緊急時の対応方法 
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サービス提供中にお客様の容体の変化などがあった場合は、主治医、救急隊、ご家族等の緊

急連絡先、居宅介護支援事業者、市区町村、本社等へ連絡し速やかに必要な措置を講じ

ます。 

 

9. 事故発生時の対応方法 

事業者の過誤及び過失の有無に関らず、サービス提供の過程において発生したお客様の身体

的又は精神的に通常と異なる状態でサービス提供事業者から連絡があった場合は、下記のと

おりの対応を致します。 

 ① 事故発生の報告 

事故によりお客様の状態に影響する可能性がある場合は、速やかに市町村（保険者）に 

報告します。 

 ② 処理経過及び再発防止策の報告 

 ①の事故報告を行った場合は、処理経過、事故発生の原因及び再発防止策を策定し

市町村（保険者）に報告します。なお、軽微な事故であってもその事故についての検証を

行い、再発防止に努めます。 

③ 当事業所は、お客様に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、

損害賠償を行います。ただし、お客様またはご家族に重大な過失がある場合は、この限りで

はありません。当事業所は、万が一の事故発生に備えて損害賠償保険に加入しています。 

 

10. 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

 当事業所は、感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じるよう努め

ます。 

  ① 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする）をおおむね6月に1回以上開催します。その結果

を、介護支援専門員に周知徹底します。 

  ② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

③ 介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に

実施します。 

 

11. ＢＣＰ（業務継続計画）策定に関する事項 

① 感染症や非常災害の発生時において、介護支援専門員の業務を継続的に実施するため 

の、及び非常時の体制で早期の業務再開を講じます。 

② 従事者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的 

  に実施します。 

③ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います 

 

.12．相談・苦情・要望などの窓口 

居宅介護支援に関する相談・苦情・要望などは下記窓口までお申し出下さい。 

電話番号 ０９６－２４５－７７６４ 

苦情受付担当者 林田 亜希子 

苦情解決責任者 汐田 美幸 

相談受付時間 ９：００～１８：００ 
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 円滑かつ迅速に苦情処理を行う対応方針 

 

 サービス提供事業所に対する苦情があった場合は、直ちに担当者およびサービス事業所へ連絡を

取り、事情を確認します。また、苦情解決責任者が必要と判断した場合は、検討会議を実施し、

検討の結果および具体的な回答を直ちに苦情主訴者に伝え、納得のいくような理解を求めます。 

 

 

また、市区町村の相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。 

【当事業所以外の苦情相談窓口】 

市区町村 
受付窓口 熊本市介護保険課 

電話番号 ０９６－３２８－２３４７ 

国保連 
受付窓口 

熊本県国民健康保険団体連合会  

介護保険課 

電話番号 ０９６－３６５－０３２９ 

 
13.ハラスメント対策の強化 

当事業所は、適切な指定居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り従業者等の就業環境が害されることを防止するための方針を明確化する等の取組を行うととも

に、職場関係者以外のサービス利用者等からのハラスメント対策等の取組を行っています。
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【苦情解決の体制】 

※お客様には重要事項説明書兼契約書別紙を通じて窓口の周知を行う。

・　相談及び苦情の内容について、「苦情・トラブル報告書」を作成し、各々の苦情の具体的な事例を
　管理・記録し、再発防止に役立てる。

・　担当者が不在の場合でも誰もが対応できる体制、確実に担当者に引き継ぐ体制を敷く。

２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

① 苦情に関する心得
・ 対象者，介護者（家族）に事実確認を明確にする。
・ 何はさて置いても最優先で処理すること。
・ 弊社の責任として正しく誠意をもって対処すること。
・ 処理を通じて改善すべき点は改善し、より良いサービスを提供できるよう心がける事。
・ 受け付けた記録の内容を記録し、再発防止に役立てる。

② 対象者，介護者（家族）からの苦情に対して迅速かつ円滑な処理が行えるよう、
受付窓口となる担当者を決定し、その連絡先を対象者，介護者（家族）に明示する。

③ 苦情は全て管理者に報告し、弊社の責任として対応する。
④ 苦情の受付から3日以内に苦情内容について調査のうえ、管理者を含めて対応策を決定し、対応する。

苦情処理を通してサービスをさらに良いものへ改善することができるよう、朝礼・定期出社時に
管理者からスタッフに周知徹底を図る。

３　その他参考事項
苦情発生から3ヶ月以内の解決に取り組むが、対応方法を事業所において処理しえない内容については、
熊本市、国保連に相談し協力、指導をを受け、適切な対応方法を対象者の立場にたって検討し対処する。

お客様及び介護者（家族）

苦情受付担当者

管理者（苦情解決責任者）

状況確認，対応苦情

1.報 告

2.記録作成
3.記録提出

指示，対応

状
況
確
認
・
対
応

各市区町村（行政）

法人事務所
報告

報告
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令和   ８ 年    月     日 

 

居宅介護支援の提供開始にあたり、お客様に対して上記のとおり重要事項を説明し、本書面をお

渡ししました。 

但し、お客様の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、政府の方針も

踏まえ、ケアプランや重要事項説明書等における利用者等への説明・同意について、 

ア 書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対応を可能とします。 

 

イ お客様等の署名・押印については、代替えの方法により求めないことも可能とします。 

 

 

事業者  住  所   熊本県熊本市北区下硯川町 1881番地 6 

事業者名   NPO 法人 にじのわ 

 

事業所 住  所   熊本県熊本市北区下硯川町 1881番地 6 

事業所名   NOP 法人 にじのわ   居宅介護支援事業所 なないろ 

説 明 者         汐田  美幸       

 

 

私は本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、居宅介護支援サービスの提供開始に

同意しました。 

お客様 （代理人を選任する場合はお客様の押印は不要です。）  

 

 

住  所                                    

 

名  前                        

 

代理人（選任した場合） 

住  所                                    

 

名  前                        

続柄（お客様との関係） 

                                

 

印 

印 

印 



 

別紙１ 

利用料金及び居宅介護支援費 

居宅介護支援費Ⅰ 

居宅介護支援（ⅰ） 介護支援専門員 1人あたりの取扱

件数が 45件未満 
要介護 1･2 1,086単位 

要介護 3･4･5 1,411単位 

居宅介護支援（ⅱ） 介護支援専門員 1人あたりの取扱

件数が 45件以上 60件未満 
要介護 1･2 544単位 

要介護 3･4･5 704単位 

居宅介護支援（ⅲ） 介護支援専門員 1人あたりの取扱

件数が 60件以上 
要介護 1･2 326単位 

要介護 3･4･5 422単位 

 

居宅介護支援費Ⅱ 

居宅介護支援（ⅰ） 介護支援専門員 1人あたりの取扱

件数が 50件未満 
要介護 1･2 1,086単位 

要介護 3･4･5 1,411単位 

居宅介護支援（ⅱ） 介護支援専門員 1人あたりの取扱

件数が 50件以上 60件未満 
要介護 1･2 544単位 

要介護 3･4･5 704単位 

居宅介護支援（ⅲ） 介護支援専門員 1人あたりの取扱

件数が 60件以上 
要介護 1･2 326単位 

要介護 3･4･5 422単位 

 

利用料金及び居宅介護支援費[減算] 

特定事業所集中減算 正当な理由なく特定の事業所に 80％

以上集中等 

（指定訪問介護・指定通所介護・指

定地域密着型通所介護・指定福祉

用具貸与） 

１月につき 200単位減算 

高齢者虐待防止措置 

未実施減算 

虐待の発生又はその再発を防止する

ための虐待防止検討委員会の開催、

指針の整備、研修の実施、担当者の

設置の措置が講じられていない場合 

 

所定単位数の１％に減算 

同一建物に居住する利用

者へのケアマネジメント減算 

当事業所における１月当たりの利用者

が同一建物に 20人以上居住する建

物に居住する利用者 

所定単位数の 95％を算定 

 



 

特定事業所加算 

 

 

 ＊①～⑤は利用者に対する指定居宅介護支援の提供に支障がない場合は、当該指定居宅介護支援 

   事業所の他の職務との兼務をし、または同一敷地内にある他の事業所の職務と兼務をしても差し支え 

   ない。 

 

 

算定要件 
加算

(Ⅰ) 
(519 単

位) 

加算 

(Ⅱ) 
(421 単

位) 

加算 

(Ⅲ) 
(323 単

位) 

加算 

(A) 
(114 単

位) 

① 
専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門

員を 1名以上配置していること 
 ○ ○ ○ 

② 
専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門

員２名以上配置していること 
○    

③ 
専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を

３名以上配置していること 
○ ○   

④ 
専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を

２名以上配置していること 
  ○  

⑤ 
専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を

１名以上、かつ非常勤の介護専門員を１名以上配置していること 
   ○ 

⑥ 
利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝

達事項等を目的とした会議を定期的に開催すること 
○ ○ ○ ○ 

⑦ 
24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に

対応する体制を確保していること 
○ ○ ○ 

○ 
（連携
でも可） 

⑧ 
算定日が属する月の利用者総数のうち要介護３～要介護５である

者が４割以上であること 
○ × × × 

⑨ 介護支援専門員に対し計画的に研修を実施していること ○ ○ ○ 
○ 
（連携
でも可） 

⑩ 
地域包括支援センターから支援から支援困難な事例を紹介された

場合においても居宅介護支援を提供していること 
○ ○ ○ ○ 

⑪ 
家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、障害者、生活

困窮者、難病患者等、高齢者以外の対象者への支援に関する知

識等に関する事例検討会、研修等に参加していること 

○ ○ ○ ○ 

⑫ 特定事業所集中減算の適用を受けていないこと ○ ○ ○ ○ 

⑬ 
介護支援専門員１人あたりの利用者の件数が 45 名未満（居宅介

護支援費(Ⅱ)を算定している場合は 50名未満であること） 
○ ○ ○ ○ 

⑭ 
介護支援専門員実務研修における科目等に協力または協力体制

を確保していること 
○ ○ ○ 

○ 
（連携
でも可） 

⑮ 
他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討

会、研修会等実施していること 
○ ○ ○ 

○ 
（連携
でも可） 

⑯ 
必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（イン

フォーマルサービス含む）が包括的に提供されるような居宅サービス計

画を作成していること 

○ ○ ○ ○ 



 

加算について 

 

 

初 回 加 算 新規として取り扱われる計画を作成した場合 300 単位 

入院時情報連携加算(Ⅰ) 病院又は診療所に入院した日のうちに、当該病院又は診療所の職

員に対して必要な情報を提供していること。 

＊入院日以前の情報提供を含む。 

＊営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合は、入院

日の翌日を含む。 

250 単位 

入院時情報連携加算(Ⅱ) 病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日に、当該病院又は

診療所の職員に対して必要な情報を提供していること。 

＊営業時間終了後に入院した場合であって、入院日から起算して 3

日目が営業日でない場合は、その翌日を含む。 

200 単位 

イ）退院・退所加算（Ⅰ）イ 

 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な

情報提供をカンファレンス以外の方法により一回受けていること 
450 単位 

 

ロ）退院・退所加算（Ⅰ）ロ 

 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な

情報提供をカンファレンスにより一回受けていること 
600 単位 

 

ハ）退院・退所加算（Ⅱ）イ 

 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な

情報提供をカンファレンス以外の方法により二回受けていること 
600 単位 

 

ニ）退院・退所加算（Ⅱ）ロ 

 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な

情報提供を二回受けており、うち一回はカンファレンスによること 
750 単位 

 

ホ）退院・退所加算（Ⅲ） 病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な

情報提供を三回以上受けており、うち一回はカンファレンスによること 
900 単位 

通院時情報連携加算 利用者が医師又は歯科医師の診察を受ける際に同席し、医師又は

歯科医師等に対して利用者の心身の状況や生活環境等の必要な

情報提供を行うとともに、医師又は歯科医師等から利用者に関する

必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画等に記録した場合 

50 単位 

ターミナル 

ケアマネジメント加算 

在宅で死亡した利用者に対して終末期の医療やケアの方針に関する

当該利用者又はその家族の意向を把握した上で、その死亡日及び

死亡日前 14 日以内に２日以上居宅を訪問し心身状況を記録し、

主治医及び居宅サービス計画に位置付けたサービス事業者に提供し

た場合算定 

400 単位 

 

特定事業所 

医療介護連携加算 

前々年度の 3 月から前年度の 2 月までの間においてターミナルケアマ

ネジメント加算を 15 回以上算定していること 
125 単位 

 

緊急時等 

居宅カンファレンス加算 

病院又は診療所の求めにより当該病院又は診療所の職員と共に利

用者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要に応じて居宅サービ

ス等の利用調整を行った場合 

200 単位 

介護職員処遇改善加算 介護職員等の処遇を改善するために賃金改善や資質の向上等の取

組みを行う事業所に認められる加算である。介護職員処遇改善加算

は、区分支給限度基準額の対象外となる。基本サービス費に各種加

算減算を加えた総単位数（所定単位数）を算定 

所定単位数

の 21/1000 

 

 

 



 

別紙２ 

当事業所のケアプランに位置づけた訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

の利用状況は以下のとおりです。 

 

 

①前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、 

福祉用具貸与の各サービスの利用割合 

 

訪問介護         ５６.６３％ 

通所介護       ６１.３０％ 

地域密着型通所介護    ５７.１４％ 

福祉用具貸与       ３９.６０％ 

 

②前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、 

福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合 

 

訪問介護 訪問介護事業所   

けやき苑   

１０.０６％ 

訪問介護ステーション湊   

訪問介護事業所ぷらす   

１０.０３％ 

ハートマップ古閑 

６.４７％ 

通所介護        デイサービス くらら    

１７.１４％ 

ハートマップ桜木 

８.９２％ 

つばき園デイサービス  

７.１４％ 

地域密着型通所介護   エミタスデイサービス 

５４.７６％  

デイサービスエミタス株式

会社  ２６.１９％ 

デイサービスかみくま          

１４.２８％ 

福祉用具貸与              株式会社わかふき   

１５.５２％ 

パナソニック       

９.５１％ 

トータルマスター    

８.６％ 

R８.２.２８現在 

 

 


